曹洞宗僧侶教師分限規程中一部変更案

教　学　部　

	変　更　案
	現　　　行
	事　　由

	
	
	

	（結制修行届及び認可申請）

第１７条　格地寺院の格地結制修行届（再会）（様式教学第４号の１）、その他の寺院の結制安居修行認可申請書（様式教学第５号）及び僧堂の僧堂結制修行届（様式教学第４号の２）は、第１３条に定める結制期日（九旬修行する制中の期間の初日をいう。）の１か月前までに教学部長に提出しなければならない。
	（結制修行届及び認可申請）

第１７条　格地寺院の格地結制修行届（再会）（様式教学第４号）、その他の寺院の結制安居修行認可申請書（様式教学第５号）及び僧堂の結制修行届（僧堂）（様式教学第５号の２）は、第１３条に定める結制期日（九旬修行する制中の期間の初日をいう。）の１か月前までに教学部長に提出しなければならない。
	様式変更に伴い、　字句を整理

	２　前項の格地結制修行届、結制安居修行認可申請書又は僧堂結制修行　届は、任首座認可申請書（様式教学第６号）とともに提出しなければ　ならない。
	２　前項の格地結制修行届、結制安居修行認可申請書又は僧堂の結制修行届は、任首座認可申請書（様式教学第６号）とともに提出しなければ　ならない。
	様式変更に伴い、　字句を削除

	
	
	

	（結制安居中の禁足及び解制届）

第１８条　・・・・・。

２　・・・・・。
	（結制安居中の禁足及び解制届）

第１８条　・・・・・。

２　・・・・・。
	

	３　結制安居を修了したときは、解制後１か月以内に法幢師及び首座が　連署押印のうえ、次に掲げる解制届のうち該当するものを教学部長に　提出しなければならない。
	３　結制安居を修了したときは、解制後１か月以内に法幢師及び首座が　連署押印のうえ、解制届（様式教学第８号）を教学部長に提出しなければならない。
	様式変更および様式新設に伴い、字句を整理

	　（１）　寺院の結制安居を修了し　たときは、解制届（寺院）　（様式教学第８号の１）
	
	様式変更に伴い、　号を新設

	　（２）　僧堂の結制安居を修了し　たときは、解制届（僧堂）　（様式教学第８号の２）
	
	様式新設に伴い、　号を新設

	４　前項の解制届には、法戦式における証拠を添付しなければならない。
	４　前項の解制届には、法戦式における証拠を添付しなければならない。
	

	
	
	

	（伝法の再申請）

第２７条　前条の規定により、伝法が無効となった者は、伝法の再申請をしなければならない。

２　・・・・・。

３　・・・・・。
	（伝法の再申請）

第２７条　前条の規定により、伝法が無効となった者は、伝法の再申請をしなければならない。

２　・・・・・。

３　・・・・・。
	

	４　前項の規定による申請を受けた　ときは、教学部長は、精査のうえ　僧籍簿に記入し、用品の実費を納付させて、これを交付することができる。
	４　前項の規定による申請を受けた　ときは、教学部長は、調査のうえ　僧籍簿に記入し、用品の実費を納付させて、これを交付することができる。
	事務運用の実情に　即し、字句を整理

	
	
	


	（転衣許状及び瑞世拝登添書の交付）

第３０条　前条の規定による申請を　受けたときは、教学部長は、精査のうえ僧籍簿に記入し、転衣許状及び両大本山瑞世拝登の添書を交付する。
	（転衣許状及び瑞世拝登添書の交付）

第３０条　前条の規定による申請を　受けたときは、教学部長は、精査のうえ僧籍簿に記入し、転衣許状及び両大本山瑞世拝登の添書を交付する。
	

	
	
	

	（瑞世拝登）

第３１条　前条の規定により転衣許状の交付を受けた者は、２年以内に、当該大本山の規定による報恩金を　納めて、両大本山に瑞世拝登をしなければならない。ただし、病気その他やむを得ない理由がある場合は、瑞世請状遥授願（様式教学第１５号）により当該大本山の承認を　　受け、遥授をもって瑞世拝登に代えることができる。
	（瑞世拝登）

第３１条　転衣許状を受けた者は、　２年以内に、当該大本山の規定に　よる報恩金を納めて、両大本山に　瑞世拝登をしなければならない。　ただし、病気その他やむを得ない　理由がある場合は、瑞世請状遥授願（様式教学第１５号）により当該　大本山の承認を受け、遥授をもって瑞世拝登に代えることができる。
	条文の明確化を図るため、字句を追加

	２　前項の遥授をした者は、５年以内に報恩拝登をしなければならない。
	２　前項の遥授をした者は、５年以内に報恩拝登をしなければならない。
	

	３　第３０条の規定による転衣許状の交付を受けていない者は、両大本山に対し第１項の瑞世拝登を願い出てはならない。
	
	許可なく両大本山に瑞世拝登を願い出る者が後をたたず事務手続に混乱を生じているため、第３項を新設

	
	
	

	（瑞世登録交付申請）

第３２条　瑞世を了じた者は、６０日以内に、両大本山の証明書（直近の転衣許状を受けた日から２年以内に瑞世拝登をした事実を証明するものに限る。）を添えて、瑞世登録証　交付申請書（様式教学第１６号）により教学部長に申請しなければならない。
	（瑞世登録交付申請）

第３２条　瑞世を了じた者は、６０日以内に、両大本山の証明書を添えて、瑞世登録証交付申請書（様式　教学第１６号）により教学部長に　申請しなければならない。
	取扱いが曖昧な条文を整備のため、字句を追加

	２　前項の規定による申請を受けた　ときは、教学部長は、精査のうえ　僧籍簿に記入し、登録証を交付　　する。
	２　前項の規定による申請を受けた　ときは、教学部長は、精査のうえ　僧籍簿に記入し、瑞世登録証を交付する。
	規程中の整合を図るため、字句を削除

	３　第１項の規定による手続をしないときは、転衣の資格を失うものと　する。
	３　第１項の規定による手続をしないときは、転衣の資格を失うものと　する。
	

	
	
	

	（法階追贈の申請）

第３３条　僧侶の生前中の功績が顕著であるときは、その僧籍主（僧籍主がいないときは、被追贈者が在籍　していた寺院の責任役員若しくは　干与者又は現に住職である法類　　代表）は、法階の追贈を法階追贈　申請書（様式教学第１７号）により教学部長に申請することができる。
	（法階追贈の申請）

第３３条　僧侶の生前中の功績が顕著であるときは、その僧籍主又は法類代表は、法階の追贈を法階追贈申請書（様式教学第１７号）により教学部長に申請することができる。
	死亡した僧籍主の　法階追贈について、その取扱いを定めるため、字句を追加

	
	
	

	（法階追贈の種類）

第３４条　前条に規定する法階追贈は、次のとおりとする。

　（１）　座元　上座であった者

　（２）　和尚　伝法を了じた者
	（法階追贈の種類）

第３４条　前条に規定する法階追贈は、次のとおりとする。

　（１）　座元　上座であった者

　（２）　和尚　伝法を了じた者
	

	　（３）　大和尚　和尚であって、　かつ、住職であった者
	　（３）　大和尚　和尚であった者
	「大和尚」は歴住に列する法階、すなわち住職であったことが前提のため、軌範と事務の実情に即し字句を追加（建法幢のみ歴住となる）

	
	
	

	（師僧替えを拒否された場合の措置）

第３７条　師僧替えをしようとする　場合において、その師僧が正当な　理由がないのにこれを拒むときは、該当者及び新師僧が連署押印の　　うえ、その理由書を添えて、教学　部長に師僧替えの申請をすることができる。
	（師僧替えを拒否された場合の措置）

第３７条　師僧替えをしようとする　場合において、その師僧が正当な　理由がないのにこれを拒むときは、該当者及び新師僧が連署押印の　　うえ、その理由書を添えて、教学　部長に師僧替えの申請をすることができる。
	

	２　師僧替えをしようとする場合に　おいて、旧僧籍主が正当な理由が　ないのにこれを拒むときは、該当者及び新僧籍主が連署押印のうえ、　その理由書を添えて、教学部長に　師僧替えの申請をすることができる。
	
	旧僧籍主の不当拒否について、第２項を新設

	３　前２項の規定による申請があったときは、教学部長は、内局の決定に基づき師僧替えを認めることができる。
	２　前項の規定による申請があった　ときは、教学部長は、内局の決定に基づき師僧替えを認めることができる。
	第２項新設に伴い、項を繰り下げのうえ字句を追加

	
	
	

	（僧籍移動申請）

第３９条　僧籍を移動しようとする者は、特別の事情がある場合に限り、新旧両僧籍主の同意を得て、僧籍　移動申請書（様式教学第１９号）によりその許可を教学部長に申請することができる。

２　・・・・・。

３　・・・・・。

４　僧籍を移動しようとする場合において、旧僧籍主が正当な理由がないのにこれを拒むときは、申請人及び新僧籍主が連署押印のうえ、その　理由書を添えて、教学部長に僧籍　移動の申請をすることができる。

５　前項の規定による申請があった　ときは、教学部長は、内局の決定に基づき僧籍移動を認めることができる。
	（僧籍移動申請）

第３９条　僧籍を移動しようとする者は、特別の事情がある場合に限り、新旧両僧籍主の同意を得て、僧籍　移動申請書（様式教学第１９号）によりその許可を教学部長に申請することができる。

２　・・・・・。

３　・・・・・。

４　僧籍を移動しようとする場合において、旧僧籍主が正当な理由がないのにこれを拒むときは、申請人及び新僧籍主が連署押印のうえ、その　理由書を添えて、教学部長に僧籍　移動の申請をすることができる。

５　前項の規定による申請があった　ときは、教学部長は、内局の決定に基づき僧籍移動を認めることができる。
	

	６　現に住職である者は、第３５条　第１項第１号の規定により僧籍を　移動することができない。また、　伝法を了じていない者は、第３５条第１項第５号の規定により僧籍を　移動することができない。
	
	住職は僧籍主のため僧籍移動できない。未嗣法の者は師僧とともにあり僧籍移動できない。このことにつき明確化を図るため、第６項を新設

	７　寺院が合併しようとする場合に　おいて被吸収寺院に僧籍を置く者があるときは、その僧籍は、前各項の規定にかかわらず、これらに定める手続によらないでその合併の承認を受けた日に吸収寺院に移動するものとする。
	６　寺院が合併しようとする場合に　おいて被吸収寺院に僧籍を置く者があるときは、その僧籍は、前各項の規定にかかわらず、これらに定める手続によらないでその合併の承認を受けた日に吸収寺院に移動するものとする。
	第６項新設に伴い、項を繰り下げる

	
	
	

	（僧籍の除籍）

第４０条　宗務総長は、僧侶が次の　各号の一に該当するときは、僧籍を除籍する。

　（１）　失踪の宣告を受けたとき。

　（２）　警察署に行方不明者の届出が受理されている場合において、行方不明となった日から７年以上経過しているとき。
	（僧籍の除籍）

第４０条　宗務総長は、僧侶が次の　各号の一に該当するときは、僧籍を除籍する。

　（１）　失踪の宣告を受けたとき。

　（２）　警察署に行方不明者の届出が受理されている場合において、行方不明となった日から７年以上経過しているとき。
	

	　（３）　帰俗の目的で自らの意思により寺院を去るとき。
	　（３）　帰俗の目的で自らの意思により寺院を去ったとき。
	宗教上の規律違反や紛議は審事院の権能に係る事項であり、帰俗による除籍は、他から強制するものではなく、あくまで本人の意思による。僧籍主側の一方的な主張による事後届出を是認した場合は、当然に被除籍者から地位確認請求訴訟を誘発する恐れがあることに鑑み、運用に即し字句を是正するため整理

	　（４）　・・・・・。
	　（４）　・・・・・。
	

	　　　　　～
	　　　　　～
	

	　（８）　・・・・・。
	　（８）　・・・・・。
	

	２　僧侶が前項第１号又は第２号に　該当するときは、師僧、僧籍主、　法類その他該当者の関係者は、それぞれその証拠となる書類を添えて　理由を詳記し、その旨を僧籍除籍　申請書（様式教学第２０号）により教学部長に届けなければならず、　また、僧侶が前項第３号に該当するときは、師僧、僧籍主、法類その他該当者の関係者は、該当者の押印　及び該当者の印鑑証明書を添えて　理由を記載し、その旨を僧籍除籍　申請書（様式教学第２０号）により教学部長に申請しなければならない。この場合において、それぞれ　師僧又は僧籍主が正当な理由がないのにこれを拒むときは、第３７条　又は第３９条の例による。
	２　前項第１号から第３号までの一に該当するときは、師僧、僧籍主、　法類その他該当者の関係者は、それぞれその証拠となる書類のほか、　事実を詳記し、その旨を僧籍除籍　申請書（様式教学第２０号）により教学部長に届けなければならない。
	また、帰俗については、本人の意思確認の明確化を図るとともに、運用に即して一方的主張に基づく除籍届出を排するため条文全体を整理

（非違行為に基づく不信任や関係者間の意思疎通困難ほか、宗教上の規律違反や当事者同士の紛議は審事院の権能に係る事項であり、本規程の管轄外である）

	３　・・・・・。
	３　・・・・・。
	

	４　・・・・・。
	４　・・・・・。
	

	５　・・・・・。
	５　・・・・・。
	

	６　解散をしようとする寺院に僧籍を置く者がある場合において、その　ものに係る前条の僧籍移動申請を　その寺院解散の申請と同時に提出　しなかったときは、宗務総長は、　その解散を承認する日をもって僧籍簿から除籍する。
	
	寺院を解散する場合の特例について、　第６項を新設

	７　本章第２節の規定にかかわらず、第１項第４号から第６号までの規定により僧籍を除籍された者の僧籍　登録証交付申請書の提出があった　ときは、教学部長は、これを受理　してはならない。
	６　本章第２節の規定にかかわらず、第１項第４号から第６号までの規定により僧籍を除籍された者の僧籍　登録証交付申請書の提出があった　ときは、教学部長は、これを受理　してはならない。
	第６項新設に伴い、項を繰り下げる

	
	
	

	　　　附　則（　 年　 月　 日）

１　この変更規程は、平成３０年８月１日から施行する。
	
	

	２　変更後の第４０条第１項第３号　及び同条第２項の規定は、この変更規程施行の際、既にあった帰俗に　遡ってその効力を生ずる。
	
	帰俗に係る経過措置を整備

	３　住職は、曹洞宗宗憲の定めにより「寺院を代表し、その事務を総理　する」権限を有するとともに「当該寺院及び所属の教師に賦課された　宗費その他の義務負担金を納入しなければならない」義務を負う。このことに十分留意し、住職は、自らが総理する寺院の僧籍簿に登録されている者の動静及び現状について、　その正確な事実の把握に努め、その在籍者の状況に応じて適切に所要の手続を行わなければならない。
	
	曹洞宗宗憲と本規程の関連性につき整備
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